
‭（仮称）新ＭＩＣＥ施設ＰＰＰ/ＰＦＩ詳細検討業務　公募型企画競争提案説明書‬

‭１　業務名‬
‭　　（仮称）新ＭＩＣＥ施設ＰＰＰ/ＰＦＩ詳細検討業務‬

‭２　業務の目的‬
‭　　札幌市では、「新MICE施設整備基本計画」（以下「基本計画」という。）の策定に向‬
‭　けて、民間活力を導入した整備・運営を検討している。‬
‭　　本業務は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 （平成‬
‭　11年法律第117号）」（以下「PFI法」という。）に基づく、（仮称）新 MICE施設の建設‬
‭　工事と維持管理等の運営業務を民間事業者に一括して長期的かつ包括的に発注することの‬
‭　検討のほか、 管理・運営手法検討に係る総合的な支援を行うことを目的とする。‬
‭　　また、本事業の実施に係る各種疑義について専門的な知見による適切なアドバイスを行‬
‭　うとともに、関係者への情報提供等の支援を併せて行うものとする。‬

‭３　業務委託期間‬
‭　　業務委託期間は、契約締結日から令和8年（2026年）6月30日（火）までとする。‬

‭４　予算規模‬
‭　　本業務の上限は22,000千円（消費税及び地方消費税（10％）を含む）とする。‬
‭　　※この金額は現時点での予算規模を示すものであり、契約は別途設定する予定価格の範‬
‭　　　囲内で行う。‬
‭　　※本業務に関しては、令和７年第３回定例市議会での補正予算議決後の発注となること‬
‭　　　から、議決が得られない場合は業務の発注を停止することがある。‬

‭５　業務内容‬
‭　　業務内容については、別紙仕様書のとおり。‬
‭　　なお、仕様書の内容は現時点における予定であり、今後、提案内容や協議により変更す‬
‭　る可能性がある。‬

‭６　企画提案を求める事項‬
‭　　以下のとおり、業務内容を実施するにあたっての具体的な企画提案を行うこと。‬
‭　⑴　MICE及びPFI手法等に係る知見‬
‭　　ア　PFI手法の類型整理の範囲及び整備・運営等に必要な業務項目の設定並びにPFI‬
‭　　　手法適用の対象となる基準を示すこと。‬
‭　　イ　受託者が現に有する情報やネットワークの内容及びその活用方法を示すこと。‬
‭　　ウ　本業務履行に必要な情報で未保有のもの及びその取得方法を示すこと。‬
‭　⑵　スキーム検討等の具体手法‬
‭　　ア　比較検討事業スキームを絞り込む手法を示すこと。‬
‭　　イ　単独運営と札幌コンベンションセンターとの連携運営との比較方法を示すこと。‬
‭　　ウ　管理運営に係る各種検討（貸館運営・自主事業・組織体制・収支計画等）の手法を‬
‭　　　示すこと。‬
‭　　エ　市場調査にあたり参加意向の確認予定先等を示すこと。‬
‭　⑶　業務の執行体制及びスケジュール‬
‭　　　本業務を遂行するにあたっての具体的な執行体制及びスケジュールを示すこと。‬
‭　⑷　過去実績‬
‭　　　提案者が過去に実施した類似業務実績及び本業務に活かせると考えられる点について‬
‭　　示すこと。‬



‭　⑸　その他（独自提案）‬
‭　　　仕様書記載の業務履行に加え、独自の提案事項等があれば、それを示すこと。‬

‭７　参加資格要件‬
‭　　次に掲げるすべてを満たし、かつ、本業務を効果的に実施できるものとする。‬
‭　⑴　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。‬
‭　⑵　札幌市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）において、業種が大分類「一般サービ‬
‭　　ス業」、中分類「情報サービス、研究・調査企画サービス業」に登録されている者であ‬
‭　　ること。‬
‭　⑶　会社更生法による更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法による再生‬
‭　　手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決定後の者は除く。）等経営状態が著‬
‭　　しく不健全な者でないこと。‬
‭　⑷　札幌市競争入札参加停止等措置要領に基づく参加停止措置を受けている期間中でない‬
‭　　こと。‬
‭　⑸　事業協同組合等の組合がこの入札に参加する場合は、当該組合等の構成員単独での入‬
‭　　札参加を希望していないこと。‬

‭８　参加手続きに関する事項‬
‭　⑴　想定スケジュール‬

‭項目‬ ‭日時（予定）‬

‭企画提案の公募開始‬ ‭令和７年９月８日（月）‬

‭質問書の提出期限‬ ‭令和７年９月16日（火）　12時00分必着‬

‭参加申込書の提出期限‬ ‭令和７年９月24日（水）　15時00分必着‬

‭企画提案書の提出期限‬ ‭令和７年10月２日（木）　12時00分必着‬

‭選定委員会（プレゼンテーション）‬ ‭令和７年10月７日（火）‬

‭提案者への選定結果の通知‬ ‭令和７年10月16日（木）‬

‭契約締結‬ ‭令和７年11月５日（水）‬

‭　⑵　質問書の提出及び回答‬
‭　　　企画提案を行うにあたり質問がある場合は、質問書の提出期限までに、所定の書面　‬
‭　（様式１）に要旨を簡潔にまとめ、電子メールで提出するものとする。‬
‭　　ア　質問書の提出期限‬
‭　　　　令和7年9月16日(火)12時00分まで‬
‭　　イ　送付先電子メールアドレス‬
‭　　　　kanko@city.sapporo.jp‬
‭　　　　※メールのタイトルは「（提案者団体名称）【（仮称）新ＭＩＣＥ施設ＰＰＰ/Ｐ‬
‭　　　　　ＦＩ詳細検討業務】質問書」とすること。‬
‭　　ウ　質問に対する回答‬
‭　　　　令和7年9月19日（金）17時15分までにホームページで公開する。‬
‭　⑶　参加申込書の提出‬
‭　　　下記申込書類を令和7年9月24日（水）15時00分必着で、持参または郵送（書留郵‬



‭　　便等配達状況を確認できるものに限る）により提出すること。なお、電子メールやFAX‬
‭　　等により提出された場合は受け付けないため留意すること。　　　　　　　　　　　　‬
‭　　ア　参加申込書（様式２）　１部‬
‭　　イ　競争入札参加資格認定通知書　１部‬
‭　⑷　企画提案書等の提出‬
‭　　　下記提案書類を令和7年10月2日（木）12時00分必着で、持参または郵送（書留郵‬
‭　　便等配達状況を確認できるものに限る）により提出すること。なお、電子メールやFAX‬
‭　　等により提出された場合は受け付けないため留意すること。‬
‭　　ア　企画提案書（様式自由、A3横、片面印刷、３枚以内）‬
‭　　（ア） 表紙に提案者の団体名称を記載したもの　　　　　 ３部‬
‭　　（イ） 提案者の団体名称が記載されていないもの　　　　10部‬
‭　　イ　参考見積書（様式自由、A4縦、両面印刷。経費の内訳を記載、消費税・地方消費‬
‭　　　税相当額も明示したもの。）‬
‭　　（ア） 表紙に提案者の団体名称を記載したもの　　　　　 ３部‬
‭　　（イ） 提案者の団体名称が記載されていないもの　　　　10部‬
‭　　ウ　上記ア及びイのＰＤＦデータ（ＣＤ又はＤＶＤ）　　 １部‬
‭　⑸　留意事項‬
‭　　ア　申込書類に虚偽があった場合は失格とする。‬
‭　　イ　提出された書類については返却しない。‬
‭　　ウ　期限後の提出、内容の変更・追加及び再提出は認めない。‬
‭　　エ　審査の公平性を期すため、上記⑷ア（イ）の企画提案書には、会社名、住所、ロゴ‬
‭　　　マークなど提案者の団体名称を特定できる表示を付さないこと。‬

‭９　契約候補者の選定方法‬
‭　　本企画競争において、企画提案の内容は、「（仮称）新ＭＩＣＥ施設ＰＰＰ/ＰＦＩ詳‬
‭　細検討業務公募型企画競争実施委員会」（以下「実施委員会」という。）を設置して評価‬
‭　する。‬
‭　　評価及び契約候補者の選定は、実施委員会が提案者に対するヒアリングを行い、最も高‬
‭　い評価を得た提案者を選定し、もって契約候補者とする。‬
‭　　ただし、審査の結果、提案者全てが最低基準点（総評価点の６割）に達しない場合、契‬
‭　約候補者を決せず、再度提案を募集することがある。‬
‭　⑴　参加資格の審査及び結果の通知‬
‭　　　「７　参加資格要件」に基づき審査を行い、参加団体に通知する。‬
‭　⑵　評価の基準‬

‭評価項目‬ ‭評価内容‬ ‭配点‬

‭MICE及びPFI手法等‬
‭に係る知見〈上記６‬
‭⑴関係〉‬

‭・PFI手法の類型やMICE施設の整備・運‬
‭営に係る知見を有し、PFI手法が適用され‬
‭うる基準の設定が適正か。‬
‭・本業務の遂行に必要な情報と保有如何‬
‭に係る整理がなされており、未保有情報‬
‭の取得方法が妥当か。‬

‭１５‬

‭スキーム検討等の具‬
‭体手法‬
‭〈上記６⑵関係〉‬

‭・比較検討事業スキームを絞り込む手法‬
‭が明確、かつ、本業務の遂行に必要十分‬
‭か。‬

‭２０‬



‭・単独運営と札幌コンベンションセン‬
‭ターとの連携運営との比較方法につい‬
‭て、一体性や競争性の観点から整理さ‬
‭れ、定性・定量の両面での分析が期待で‬
‭きるか。‬

‭１０‬

‭・管理運営に係る各種検討（貸館運営・‬
‭自主事業・組織体制・収支計画等）の手‬
‭法が具体的、かつ、手法採用の根拠が明‬
‭確か。‬

‭２０‬

‭・市場調査先を具体的に想定できている‬
‭か。‬

‭５‬

‭業務の執行体制及び‬
‭スケジュール‬
‭〈上記６⑶関係〉‬

‭・業務を遂行するための適切な業務体制‬
‭及び人員確保がなされ、確実に遂行し得‬
‭るスケジュールになっているか。‬

‭１０‬

‭過去実績‬
‭〈上記６⑷関係〉‬

‭・業務遂行にあたって必要な実績を有し‬
‭ているか、又は、類似業務の実績はある‬
‭か。‬

‭１０‬

‭その他（独自提案）‬
‭〈上記６⑸関係〉‬

‭・仕様書で定めた上記６⑴～⑵に係る提‬
‭案以外に、独自提案がなされており、そ‬
‭の内容が秀逸か。‬

‭１０‬

‭　⑶　実施委員会によるヒアリングの実施‬
‭　　　別に期日を定め、提案者によるプレゼンテーション及び委員からのヒアリングを行　‬
‭　　い、契約候補者を選定する。ヒアリングの実施にあたっては、次のとおり行うものとす‬
‭　　る。‬
‭　　ア　提案者側の出席者は各団体３名までとする。‬
‭　　イ　ヒアリングは、１企画提案あたり、30分（企画提案書に基づくプレゼンテーショ‬
‭　　　ン20分、質疑応答10分）を想定し、順次個別に行うものとする。‬
‭　⑷　その他‬
‭　　ア　提案者の数によっては、一次審査（書類選考）を行う場合がある。‬
‭　　イ　評価の結果は、提案者全員に通知する。‬
‭　　ウ　提案者が一社となった場合、前述の最低基準点（総評価点の６割）を超えた場合の‬
‭　　　み契約候補者として選定する。‬
‭　　エ　実施委員会による採点結果が同点の場合、委員全員の協議により契約候補者を選定‬
‭　　　する。‬

‭10　契約‬
‭　　契約については、予算の成立を条件とし、選定された契約候補者と委託者の間で詳細を‬
‭　交渉のうえ、締結するものとする。ただし、この交渉の中で、企画提案内容の一部を変更‬
‭　することがある。また、契約候補者が「７　参加資格要件」のいずれかに該当しないこと‬
‭　となった場合や契約候補者との交渉が不調に終わった場合は、実施委員会において次点と‬



‭　された団体と交渉する場合がある。なお、契約は委託者と締結するものとし、その手続き‬
‭　は、札幌市契約規則を適用する。‬

‭11　契約後の支払方法‬
‭　　支払については、業務完了の検査終了後（委託業務終了後）とする。‬

‭12　参加資格の喪失‬
‭　　本企画競争において、提案者が参加資格を有することを確認したときから審査が確定す‬
‭　るまで(契約候補者にあっては契約を締結するまで)の間に、次のいずれかに該当したとき‬
‭　は、提出された企画提案に関する評価は行わず、又は、契約候補者としての選定を取り消‬
‭　す。‬
‭　⑴　提案者が参加資格を満たしていないことが判明し、又は、満たさないこととなったと‬
‭　　き‬
‭　⑵　提案書類に重大な不備や虚偽の記載をしたことが判明したとき‬
‭　⑶　不正な利益を図る目的で実施委員会の委員等と接触し、又は、利害関係を有すること‬
‭　　となったとき‬

‭13　失格事項‬
‭　　以下のいずれかに該当したものは失格とする。‬
‭　⑴　提出書類の提出期間、提出場所、提出方法、記載方法等が、本提案説明書及び各様式‬
‭　　にて定めた内容に適合しなかったもの‬
‭　⑵　審査の公平性を害する行為をおこなったもの‬
‭　⑶　その他、本提案説明書等に定める手続き、方法等を順守しないもの‬

‭14　参加資格等についての申立て‬
‭　　本業務において参加資格を満たさない又は満たさないこととなった等の通知を受けた日‬
‭　の翌日から起算して10日（札幌市の休日を定める条例で規定する休日を除く。）以内に‬
‭　その理由等について書面により求めることができる。‬

‭15　評価についての申立て‬
‭　　提案者は自らの評価に疑義があるときは、選定結果に係る通知を受けた日の翌日から起‬
‭　算して３日（札幌市の休日を定める条例で規定する休日を除く。）以内に、自らの評価に‬
‭　ついて書面により疑義の申し立てを行うことができる。‬

‭16　企画提案の著作権等に関する事項‬
‭　⑴　企画提案の著作権は各提案者に帰属する。なお、提出された企画提案は非公開とする‬
‭　　が、契約候補者以外の提案内容のうち、札幌市における今後の業務の参考となるものが‬
‭　　あった場合は、札幌市から提案者に対し、協議を求めることがある。‬
‭　⑵　提案者は、実施委員会が本企画競争の実施に必要と認めるときは、企画提案内容を実‬
‭　　施委員会が利用（必要な改編を含む）することを許諾するものとする。この場合、札幌‬
‭　　市はあらかじめ提案者に通知するものとする。‬
‭　⑶　提案者は、実施委員会に対し、提案者が企画提案を創作したこと、及び、第三者の著‬
‭　　作権、著作者人格権及びその他特許権、商標権を含むいかなる知的財産権を侵害するも‬
‭　　のではないことを保証するものとする。‬
‭　⑷　企画提案内容の利用について、第三者から権利侵害の訴えその他の紛争が生じた時　‬
‭　　は、提案者は、自己の費用及び責任においてこれを解決するものとし、かつ、委託者に‬
‭　　何らかの損害を与えたときは、その損害を賠償するものとする。‬



‭17　その他留意事項‬
‭　　企画提案に係る一切の経費については提案者の負担とする。‬



‭様式１‬

‭（仮称）新ＭＩＣＥ施設ＰＰＰ/ＰＦＩ詳細検討業務　公募型企画競争　質問書‬

‭会社名‬

‭担当者‬

‭連絡先‬
‭Email：‬
‭TEL：‬
‭FAX：‬

‭記載箇所‬ ‭質　問　内　容‬

‭※‬ ‭行は必要に応じて追加してください。‬



‭様式２‬

‭（仮称）新ＭＩＣＥ施設ＰＰＰ/ＰＦＩ詳細検討業務　公募型企画競争参加申込書‬

‭令和　　年　　月　　日‬
‭　（宛先）札幌市長‬

‭団体名　　　　　　　　　     　   　　　‬
‭代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　‬

‭（仮称）新ＭＩＣＥ施設ＰＰＰ/ＰＦＩ詳細検討業務公募型企画競争への参加を希‬
‭望しますので、下記のとおり申し込みます。なお、提出する企画提案書等に記載の‬
‭内容は事実に相違ないこと、また定められた参加資格要件を満たしていることを誓‬
‭約します。‬

‭記‬

‭所在地‬ ‭〒‬

‭担当者連絡先‬
‭※住所は上記所在地と‬
‭異なる場合に記載‬

‭住所　〒‬

‭所属‬

‭職・氏名‬

‭電話番号‬ ‭FAX番号‬

‭E-mail‬

‭法人格取得年月日‬

‭主な活動分野‬
‭（上位3つまで）‬

‭1)‬

‭2)‬

‭3)‬

‭従業員数‬ ‭　　　　　人（うち常勤　　　　人）‬

‭資本金‬ ‭　　　　　　　　　　　円‬

‭類似業務の実績‬

‭□有り　　　　□無し‬
‭「有り」の場合は主な実績を以下に記載‬
‭・‬
‭・‬
‭・‬


